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学校の情報処理システムの運用管理に係る個人情報を本人以外の 

ものから収集すること及び本人以外のものから収集することに伴 

う本人通知の省略並びにコンピュータ処理について（答申）  

 

２０２１年（令和３年）１２月２２日付けで諮問（第１１０９号）され

た学校の情報処理システムの運用管理に係る個人情報を本人以外のもの

から収集すること及び本人以外のものから収集することに伴う本人通知

の省略並びにコンピュータ処理について，次のとおり答申します。                         

 

 

１ 審議会の結論 

(1) 藤沢市個人情報の保護に関する条例（平成１５年藤沢市条例第７

号。以下「条例」という。)第１０条第２項第５号の規定による個人

情報を本人以外のものから収集する必要性があると認められる。  

(2) 条例第１０条第５項ただし書の規定による個人情報を本人以外の

ものから収集することに伴う本人通知を省略する合理的理由がある

と認められる。 

(3) 条例第１８条の規定によるコンピュータ処理を行うことは，適当

であると認められる。 

(4) 条件については，「３ 審議会の判断理由」に述べるところに

よるものとする。 

 

２  実施機関の説明要旨 

  実施機関の説明を総合すると，本事務の実施に当たり個人情報を本

人以外のものから収集する必要性及び本人以外のものから収集する

ことに伴う本人通知を省略する合理的理由並びにコンピュータ処理

を行う必要性は，次のとおりである。 

(1)  諮問に至った経過 

学校における教職員の業務改善については，全国的に進められて

おり，本市においても教職員の長時間勤務の是正に向け，様々な取

組を行っている。その中で，働き方改革の取組の一つとして，校務

支援システムを導入し，これまで教職員個々で管理していた成績情

報や名簿を一元管理することや属人的になっている業務を平準化



することによる業務負荷の分散を行うことで事務の効率化を図り，

教職員の働き方改革を進めていきたいと考えている。  

文部科学省は，新学習指導要領の実施を見据え，２０１８年度以

降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針が取りまとめるとともに，

当該整備方針を踏まえ，教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計

画（２０１８～２０２２年度）を策定しており，この計画の中にお

いて，２０１８年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針で目

標とされる水準として統合型校務支援システム１００％整備が求

められている。 

本市では市立中学校において既に整備を行っており，現在，市立

中学校の校務支援システムの円滑な運用を保守サポートするため，

教育総務課においても市立中学校の校務支援システムを取り扱っ

ているところであるが（藤沢市個人情報保護制度運営審議会答申第

６３４号），今年度，市立小学校においても整備を行い，市立小学

校の校務支援システムについても教育総務課で取り扱う。  

統合型校務支援システムは，校内の校務情報を一元的に集約し，

共有，再利用をベースに効率的かつ効果的に校務処理ができるよう

に機能を実装した，学校現場に特化したシステムとなっている。主

に，児童の基本情報を管理する学籍系，出欠管理，成績処理，時数

管理等の教務系，健康診断結果の管理，保健管理等の保健系等，校

務の多岐にわたる機能を有しており，児童及び保護者の個人情報を

扱うことが必要不可欠となる。 

以上のことから，条例第１０条に規定された個人情報を本人以外

のものから収集すること及び本人以外のものから収集することに

伴う本人通知の省略並びに第１８条に規定されたコンピュータ処

理について，藤沢市個人情報保護制度運営審議会に諮問するもので

ある。 

(2)  個人情報を本人以外のものから収集することについて 

校務支援システムで取り扱う個人情報については，学務保健課に

おいて運用している学齢簿システムの情報を利用する。  

ア 本人以外のものから収集する個人情報  

     (ｱ) 児童情報 

学校名，学年，児童氏名（本名，通称），ふりがな（本名，

通称），性別，生年月日，郵便番号，住所 

(ｲ)  保護者情報 

保護者氏名（本名，通称），ふりがな（本名，通称），続柄，

郵便番号，住所 

イ  個人情報を本人以外のものから収集する必要性  

校務支援システムで必要とする個人情報は，児童の情報約２万

３千人分に加えて保護者の情報も対象とすることから，本人から

個別に収集する場合，非常に多くの時間，労力，経費を要する。

本事務はコンピュータ処理にて行うため，既に個人情報を電子情



報で保有している学務保健課の情報を利用することが合理的で

ある。 

迅速かつ正確に本事務を進めるためには，他に方法が無いこと

から，所管課である学務保健課の個人情報を本人以外のものから

収集する必要がある。 

ウ 受渡し方法 

学務保健課の担当職員が，学齢簿システムより教育総務課所管

の暗号化を施したＵＳＢメモリにデータを読み込み，教育総務課

の担当職員が，校務支援システム保守端末からＵＳＢメモリ内の

データを学校別に校務支援システムに取り込む。取込み作業後，

ＵＳＢメモリ内のデータを速やかに消去する。  

(3)  個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知の

省略について 

児童の情報約２万３千人分に加えて保護者の情報も対象となる

ことから，通知すべき相手が多数であり，通知する費用や事務量が

過分に必要となり，事務の執行に支障が生じるため，実施機関の事

務処理の正確性，効率性が著しく損なわれることから省略するもの

である。 

なお，児童及び保護者に対しては，代替手段として，学校から家

庭へのお知らせである学校だよりや各学校のホームページを通じ

て，事前にお知らせする。 

(4)  コンピュータ処理について 

ア コンピュータ処理を行う個人情報 

     (ｱ) 学校名及び学校番号 

(ｲ) 学籍番号 

(ｳ)  児童情報 

入学年月日，学年，クラス名，出席番号，児童氏名（本名，

通称），ふりがな（本名，通称），性別，生年月日，転入年月

日，転入元，転出年月日，転出先，郵便番号，住所，電話番

号，兄弟姉妹（校内にいる兄弟姉妹の氏名），学級活動（クラ

スの係等），学校行事（委員会活動等），成績情報，保健室情

報（来室の症状，時間，処置等），健康診断情報 

(ｴ)  保護者情報 

保護者氏名（本名，通称），ふりがな（本名，通称），続柄，

郵便番号，住所，電話番号，電子メールアドレス 

イ コンピュータ処理を行う必要性について  

市立小学校における校務支援システムの各学校の円滑な運用

を教育委員会が保守サポートしていくため，膨大な事務処理を迅

速かつ正確に処理する必要があることから，コンピュータ処理を

行う必要がある。 

ウ システム概要 

統合型校務支援システムとは，教務系（成績処理，出欠管理，



時数管理等），保健系（健康診断票，保健室来室管理等），学籍系

（指導要録等），学校事務系などを統合した機能を有しているシ

ステムを指し，広く校務と呼ばれる業務全般を実施するために必

要となる機能を実装したシステムとなっている。今回市立小学校

で導入を予定している校務支援システムは既に市立中学校で使

用しているものと同様のクラウドサービス型の統合型校務支援

システムである。 

現在，市立中学校の校務支援システムは，ＡＤサーバや学校フ

ァイルサーバといった学校基盤サービス利用契約で利用するク

ラウドサービスの１つとなっており，市立小学校の校務支援シス

テムにおいても，現行の学校基盤を拡張してシステム構築を行う

ことから，学校基盤サービス利用契約の変更契約を締結すること

で利用していく予定である。 

エ コンピュータ処理の内容 

教育総務課では，システム障害や校務支援システムの操作方法

等に関する学校からの照会に対し，保守対応を行う。 

保守サポートは，システムセットアップ時の全児童情報を取り

込むこと，毎年の新入生児童情報を取り込むこと，及び障害発生

時など校務支援システムに関する学校からの照会に対応するた

めに学校と同じ画面を確認し保守業者に障害情報を正確に伝え

改善方法を検討することである。 

(5)  安全対策 

ア 本市の安全対策 

(ｱ) 校務支援システムに接続する運用・保守を行う教育総務課内

の端末はワイヤーロックで施錠されている。  

(ｲ) 運用・保守を行う教育総務課内の端末を利用する職員は，教

育総務課長に使用を許可された職員に限り，運用・保守を行う

教育総務課内の端末の利用及び校務システムを運用する環境

に接続する際はユーザ認証を行うようにする。現在はＩＤとパ

スワードでユーザ認証を行っている。  

(ｳ) 人事異動の都度，運用・保守を行う教育総務課内の端末を利

用する職員を見直すとともに，ＩＤ及びパスワード管理の徹底

及び定期更新に努める。 

(ｴ) 取り扱うすべての情報に対し，不正な持ち出し，改ざん，破

壊，紛失，漏えい等が行われないよう管理を徹底する。  

(ｵ) 校務支援システムの利用に当たっては，藤沢市教育情報セキ

ュリティポリシーを遵守し，個人情報の保護及び安全の確保に

努める。 

イ システム提供事業者の安全対策 

(ｱ) 一般財団法人日本情報経済社会推進協会によりプライバシ

ーマーク（Ｐマーク）の使用が許諾されている。  

(ｲ) 情報システム第三者認証（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）を取



得している。 

(ｳ) 校務支援システムを運用する環境とインターネットと接続

する環境のネットワーク分離を行う。  

(ｴ) 校務支援システムを運用する環境への接続は閉域網を利用

し，インターネットを介さずに直接接続を行う。  

(ｵ) 校務支援システムを運用する環境への通信は暗号化する。ま

た，ファイアウォールにより特定の通信のみ許可するものとす

る。 

(ｶ) ウイルス対策サーバを導入し，セキュリティ対策を実施して

いる。 

(ｷ) 校務支援システムは自分の学校の情報以外は閲覧すること

ができない仕組みとする。 

(ｸ) 校務支援システムを運用する環境内にあるデータをパソコ

ンのローカルや外部機器に持ち出しを行う際は，管理職の許可

を得ないと持ち出すことができない仕組みとする。 

(ｹ) 校務支援システムは運用・保守を行う教育総務課内の端末と

学校の校務用端末のみ接続することができる仕組みとする。 

(ｺ) コンピュータ証明書認証を利用し，証明書がインストールさ

れている端末以外は学校のＷｉ-Ｆｉに接続することができな

い仕組みとする。 

(ｻ) 校務用端末を利用するユーザはデータセンター内にあるＡ

Ｄサーバで管理する。 

(ｼ) 校務支援システムサーバについて，２４時間常時，システム

監視を行っている。 

(ｽ) 校務支援システムサーバのあるデータセンターは日本デー

タセンター協会が制定するデータセンターファシリティスタ

ンダードにおいてティア３相当の機能を有するものとする。  

(6)  実施時期（予定） 

次年度の新入生情報を校務支援システムに取り込む必要がある

ため，毎年実施する。 

ア 初回 

２０２２年（令和４年）３月１日以降  

イ 初回以降 

毎年１１月 

(7)  提出書類 

ア 教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（２０１８～２０

２２年度） 

イ 校務支援システム概要 

ウ 校務支援システムネットワーク構成イメージ図 

エ 校務支援システム運用環境概要 

オ データセンター概要 

カ 学校基盤サービス利用契約の変更契約書（案）  



キ 個人情報取扱事務届出書 

 

３ 審議会の判断理由 

当審議会は，次に述べる理由により，審議会の結論(1)から(3)まで

のとおりの判断をするものである。 

(1)  個人情報を本人以外のものから収集する必要性について  

実施機関では，個人情報を本人以外のものから収集する必要性に

ついて，次のように述べている。 

校務支援システムで必要とする個人情報は，児童の情報約２万３

千人分に加えて保護者の情報も対象とすることから，本人から個別

に収集する場合，非常に多くの時間，労力，経費を要する。本事務

はコンピュータ処理にて行うため，既に個人情報を電子情報で保有

している学務保健課の情報を利用することが合理的である。  

迅速かつ正確に本事務を進めるためには，他に方法が無いことか

ら，所管課である学務保健課の個人情報を本人以外のものから収集

する必要がある。 

以上のことから判断すると，個人情報を本人以外のものから収集

する必要性があると認められる。 

(2)  個人情報を本人以外のものから収集することに伴う本人通知を

省略する合理的理由について 

実施機関では，個人情報を本人以外のものから収集することに伴

う本人通知の省略について，次のように述べている。 

児童の情報約２万３千人分に加えて保護者の情報も対象となる

ことから，通知すべき相手が多数であり，通知する費用や事務量が

過分に必要となり，事務の執行に支障が生じるため，実施機関の事

務処理の正確性，効率性，が著しく損なわれることから省略するも

のである。 

なお，児童及び保護者に対しては，代替手段として，学校から家

庭へのお知らせである学校だよりや各学校のホームページを通じ

て，事前にお知らせする。 

以上のことから判断すると，個人情報を本人以外のものから収集

することに伴う本人通知を省略する合理的理由があると認められ

る。 

(3)  コンピュータ処理について 

ア コンピュータ処理を行う必要性について 

実施機関では，コンピュータ処理を行う必要性について，次の

ように述べている。 

市立小学校における校務支援システムの各学校の円滑な運用

を教育委員会が保守サポートしていくため，膨大な事務処理を迅

速かつ正確に処理する必要があることから，コンピュータ処理を

行う必要がある。 

以上のことから判断すると，コンピュータ処理を行う必要性が



あると認められる。 

イ 安全対策について 

実施機関が「２ 実施機関の説明要旨」(5)のア及びイに示す

安全対策は，次のとおりである。 

(ｱ) 本市の安全対策 

a  必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできな

いようにするための措置 

ア(ｲ)，ア(ｳ) 

b システムの不正アクセスを防止するための措置  

ア(ｲ)，ア(ｳ) 

c 日常的な安全対策 

ア(ｱ)，ア(ｳ)，ア(ｴ)，ア(ｵ) 

(ｲ) システム提供事業者の安全対策 

a 必要最小限の担当者以外の者がデータにアクセスできな

いようにするための措置 

 イ(ｷ) 

b システムの不正アクセスを防止するための措置 

 イ(ｹ) 

c ネットワークを通じた情報漏えいを防止するための措置  

 イ(ｳ)，イ(ｴ），イ(ｵ)，イ(ｶ)，イ(ｺ)，イ(ｻ) 

d  実施機関がシステム提供事業者の安全対策を確認できる

ようにするための措置 

 イ(ｱ)，イ(ｲ)，イ(ｽ) 

e その他の安全対策を高めるための措置  

 イ(ｼ) 

f 日常的な安全対策 

 イ(ｸ) 

以上のことから判断すると，安全対策上の措置が講じられてい

ると認められる。 

以上に述べたところにより，コンピュータ処理を行うことは，適

当であると認められる。 

なお，システム提供事業者の安全対策の万全性について，本市に

おいて確認する方法を検討することを要望する。  

(4) 条件 

市立中学校における運用実績について検証し評価すること，及び

その内容について市立小学校での運用状況と併せて当審議会に報

告することを条件とする。 

 

 

以  上  


